
＜事業の内容＞ ＜事業イメージ＞

１．海業実施体制構築事業（ソフト事業）
① 海業推進調査事業

漁業者等とともに海業に取り組む民間事業者の参入を通じた、漁業者がより稼げ
る手法の確立、漁港の有効活用のための漁港水面施設運営権の設定・普及、海
業の担い手や民間事業者と漁業地域の調整役等となる人材の確保・活用に向けた
手法の確立等を実施します。

② 海業取組促進事業
漁業者が地域において海業への一歩を踏み出し、民間事業者の参入の促進に必
要な実施計画策定を目指すために必要な調査、効果分析、取組の実証等を支援
します。

2．海業推進事業（ハード事業）
海業の推進を図るため、水産物の消費増進や交流促進に寄与する取組に必要
な施設整備等を支援します。

128 海業振興支援事業

＜対策のポイント＞
地域の水産業を支える海業の新たな展開によるにぎわい稼げる漁村づくりのため、漁業者等とともに海業に取り組む民間事業者の参入を促進し、漁業者が
より稼げる手法や海業の担い手等の人材の確保・活用に向けた手法等を確立するとともに、漁業者が地域において海業への一歩を踏み出すための取組の
実証、水産物の消費増進や交流促進に資する施設の整備等の取組を支援します。
＜事業目標＞
○ 当該事業の実施地区における、地域の漁業者等の海業による所得の向上及び水産物の消費増進の達成

＜事業の流れ＞

令和９年度予算概算要求額 1,200百万円（前年度 250百万円）

［お問い合わせ先］水産庁計画・海業政策課（03-3506-7897）

国 事業実施主体 （１②の事業）

民間団体 （１①の事業）
委託
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都道府県

各地区、各漁業協同組合等による海業事業化・取組加速化の実施

海業振興支援事業

海業の新たな展開によるにぎわい稼げる漁村づくりに向けて

※漁港施設等活用事業とは、令和６年４月施行「漁港及び漁場の整備等に関する法律」により創設され
た、漁港施設等を活用し海業に取り組みやすくするための事業。

※漁港水面施設運営権とは、水面固有の資源を利用する漁港施設等活用事業を実施するために、当該
水面を占有して必要な施設を設置し、運営する権利。

※実施計画とは、漁協や民間事業者等が作成する創意工夫を活かした漁港施設等活用事業の事業計画。
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定額（1/2相当）

１② 海業取組促進事業
（ソフト事業）

１① 海業推進調査事業
（ソフト事業）

２ 海業推進事業
（ハード事業）

漁港施設用地を活用した
取組の実証

水産物の消費増進に向けた
朝市での実証

事業実施主体 （２の事業）
交付

都道府県
1/2等

地域水産物普及施設

水産物販売施設

海業の担い手や民間事業者と
漁業地域の調整役等となる

人材の確保・活用
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